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ロシアの長期人口統計＊

雲和広・森永貴子・志田仁完

　本調査研究の目的は，帝政ロシア及びソ連・新生ロシアの統計制度・人口統計整備手法を概観する

と共に，ソ連崩壊後の新生ロシア領域に基づく人口統計を一次史料に基づいて構築すること，そして

帝政ロシア末期から新生ロシアに至るまでの長期的人口動態を把握することにある．先行研究におけ
る帝政ロシア期を扱うものとソビエト以降のそれとの間の断絶は大きく，そして原資料に依拠した研

究は極めて少ない．最初にロシア帝国における人口統計制度の整備過程に焦点を当て，続いて革命後

のソビエト・ロシア，そして新生ロシアの人口統計を見る．主眼を置くのは，（1）一次史料に依拠して

100年の期間で獲得可能な限りの統計を揃える，（2）現ロシア連邦の領域への統一を可能な限り試み

る，という点である．通史的にロシアの発展を描く上での最も基礎的な情報を揃えることを旨とする
ものである．

1．はじめに

　本調査研究の目的は，帝政ロシア及びソ連・新生

ロシアの統計制度・人口統計整備手法を概観すると

共に，ソ連崩壊後の新生ロシア領域に基づく人口統

計を一次史料に基づいて構築すること，そして帝政

ロシア末期から新生ロシアに至るまでの長期的人口

動態を把握することにある．

　帝政ロシアとソビエト・ロシアとの双方を対象と

する人口研究は，その多くがいずれか一方の時期を

他研究のレビューによって扱うことが多かった

（Lorimer，1946；Heer，1968；Simchera，2006；

Vishnevskii，2006）．そして大抵の場合，帝政期は

一括りにし，革命後は別個に扱う，という形を採る

といって良い（Vodarskii，1973；Kabuzan，1963；

Rashin，1956；Zhiromskaia，2000）．勿論，先行研

究が帝政期と革命後のソビエト・ロシアとを個別に

取り扱ったことには十分な理由がある．統計制度の

変遷・領域の相違の子細等を勘案すればその接近法

は当然のことと言うべきであり，本稿もそうした条

件の制約から自由なものではない．

　しかしながらそのような状況が，通史的にロシア

の経済発展を描く上で著しい障害となっていること

は先行研究をみれば明らかである．帝政期を見るこ

となく，ロシアの近代化を考察することは出来ない

のではないだろうか1）．そしてそれはソ連における

工業化の前提となるものである．そうした側面を鑑

みれば，ロシアの長期的動態を検討の対象とするに

当たっての第一段階として一次史料を用いた統計整

備を行うことが必須であると言えよう．

　そこで本稿が行うのは，帝政ロシアにおいて獲得

可能な限りの一次史料に基づき，現ロシア連邦領域

の人口統計を19世紀まで遡って整備するという，

他に例を見ない試みである．そもそも本調査はロシ

アがソ連崩壊後現在の形態で存在を開始した状況に

おいて初めて成り立つものであるということも言え

る．そこでは帝政ロシアの領域とソビエト以降のロ

シアの領域との相違を勘案し推計を進める．さらに

獲得が極めて困難であった初期ソビエトにおける現

ロシア連邦領域の人口統計の渉猟を行う。

　本稿の構成は以下の通りである．先行研究におけ

る帝政ロシア期を扱うものとソビエト以降のそれと

の間の断絶の大きさ，そして原資料に依拠した研究

の少なさを内外の文献により概観したのち，最初に

ロシア帝国における人口統計制度の整備過程に焦点

を当てる．帝政ロシア最初で最後の人ロセンサスが

実施されたのは日本に先立つこと20余年の1897年

であったが，それ以前にも様々な形による人口調査

は行われていた．その精度に対する評価は概して高

いものとまではいえない（MVD　RI，1858；Rashin，

1957）が2），動態を把握するには有用なものであると

することが出来よう．そこで挙げられ，ている統計に

ついて検討する．

　続いて革命後のソビエト・ロシア，そして新生ロ

シアの人口統計を見る．ソビエト時代の統計整備に

際して生じる問題は枚挙に暇がない．本土が戦場と
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なった第1次世界大戦・ロシア革命（1917年）直後

の内戦・干渉戦（1918－1922年），1920－1930年代に

おいて高頻度に行われた行政区域変更と頻繁に生じ

た雷雨，スターリン期に生じた大粛清（1936－1940年

頃）とそれに伴う統計の隠蔽，さらに一時はウクラ

イナ全域はおろかモスクワ市近郊に侵入されかつレ

ニングラード（当時，現サンクト・ペテノレブルク）が

包囲される迄に至った第2次世界大戦と戦後の混乱，

と列挙することが出来る，ソビエトの統計が多くの

問題を含んでいることはっとに知られるが（島村，

1989），それは最も基本的と見なされるであろう人

口統計についても該当するのである．

　直面する課題は，第一に帝政期ロシアにおける人

口統計とソビエト・ロシアのそれとを連結すること，

そしてその場合に現ロシア連邦領域への統一性を持

たせることにある．帝政ロシアの行政区画の境界線

はソビエト以降のものと一致していないため，まず

その解決を要する3）．さらにとりわけ帝政期に関し

ては欧州部とシベリア・極東そしてコーカサス部と

の統計整備状況が極端に異なっており，それへの留

意が要される．

　そのような問題点を勘案しつつ，基本的な人口統

計の整備を行う．そこで主眼を置くのは，（1）一次

史料に依拠して100年の期間で獲得可能な限りの統

計を揃える，（2）現ロシア連邦の領域への統一を可

能な限り試みる，ということにある．通史的にロシ

アの発展を描く上での最も基礎的な情報を揃えるこ

とを旨とするものである．

2．ロシアの長期的人ロ動態・人ロ統計に関する

　先行研究

2．1帝政期・ソビエト時代の人ロ研究

　ロシアの長期的人口統計整備に関する先行研究は

率直に言って少ない．勿論，ロシア連邦が今日の領

域でもって独立した国家となったことが20年足ら

ず前のことであるという事情は大きい．だがそもそ

も帝政期とソビエト・ロシアとを統一的に検討する

上でも，領域調整を看過したものの多さと一次史料

に基づいた研究の少なさとが目につくと言わなけれ

ばならないのである．

　時代を追って先行研究を概観しよう．帝政期の人

口動態に関しては，種々の人口調査や公式統計を下

に様々な研究が蓄積されてきた．後述する「全国人

口調査名ω帰島に基づく著名なものとしてKoe－

ppen（1847）やDen（1902），さらにTroinitskii
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（1861）らが挙げられる．これ，らは複数回実施された

人口調査のうちの1つの回にのみに依拠しており，

動態を捉えることが出来るものではない4）．また人

口とその社会構成のうち，男子に関するもののみを

取り扱っている。

　後年でも人口史の研究は鋭意行われてきた．帝政

期を広くカバーするものとしてRashin（1956）や

Kabuzan（1963，1971），　Vodarskii（1973）らを挙げる

ことが出来る。Vodarskii（1973）は16世紀から20

世紀初頭までの400年間をカバーするというもので

あるが，基本的には二次資料及び先行研究をとりま

とめたものである．Kabuzan（1963，1971）は「全国

人口調査紹麗z勿」の原史二等に基づき，18世紀初

頭から19世紀半ばまでの男性人口の動態及び社会

構成を検討している．全ての回の「全国人口調査」

に関する集計表を作成している点は有用である．注

目すべきはRashin（1956）であり，彼は19世紀半ば

からほぼ恒常的に刊行されるようになった帝国内務

省中央統計委員会発行史料（後述）を利用して帝国末

期までに関する人口統計の整備を行っている．Ra－

shin（1956）は様々なロシアの人口研究において，帝

政期を描くものとして頻繁に参照される5）．

　さてソビエト期における人口動態に関する研究は，

当然と言うべきであるがその多くがソ連を構成した

「ロシア・ソビエト社会主義連邦共和国」ではなく

ソ連総体を対象としている（Podiachikh，1961；

Gozulov　and　Grigoriants，1969等）．　しかしながら

ソビエトの人口史で最も問題となる革命直後の混乱

期・大粛清期・第二次世界大戦期といった時期に関

する研究は，史料への接近可能性が欠如していたソ

連時代には進めることが極めて困難であった．

　欧米や日本の研究6）に目を向けると，言うまでも

なく歴史研究として個別具体的地域を採り上げた文

献は山積している．帝政末期と社会主義革命以降と

を一貫して対象としているものに限定すれば，先駆

者としてLorimer（1946）とHeer（1968）とを挙げな

ければならない．Lorimer（1946）は帝政末期から第

2次大戦までのソビエト連邦全体について経済発展

と人口動態とを絡めて描き出した労作である．統計

整備を目的としているものではないため，領域の調

整・一次史料からの抽出という点への配慮には欠け

る．またHeer（1968）も，種々の先行研究からの孫

引きにより1861－1965年の間の動態統計を整理した

ものである．さらにCoale，　Anderson　and　Harm

（1979）は1897・1926・1959年という人ロセンサス
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実施年における動態の比較を行っており，彼らは一

次統計の利用に基軸を置く．ただし帝政期とソ二期

との領土の同一性を維持することは放棄している．

Clem（1986）は1897年から1979年までの全てのセ

ンサスに関する概説であるが，人ロセンサスに関す

るほぼ全ての公式刊行物のリストを提供しており利

便性が高い．

　本研究にとって極めて有用であるのはLeasure

and　Lewis（1966）である．彼らは1897年及び1926

年の人ロセンサスを対象として，1961年における行

政区画に基づいたソ連の地域別人口の推計を行って

いる．そこでは1897年の行政区画が記された地図

と1961年のぞ蔓とを等しい縮尺に変換して対照し，

帝政期の各「県」等が1961年時行政区画のいずれに

どのようなパーセンテージシェアで含まれるかを算

出している7）8）．こうした手法はその結果の正確性

が問われ，ることになるが，これによって推計された

各地域の面積が1961年の公表面積値から乖離して

いる大きさは概して各地域面積の2％以内であった

ことは特記出来よう9）。

2．2　近年の研究動向

　さてソ連末期から新生ロシア誕生後には続々と新

たな研究が進められるようになった．本調査研究と

同様に長期の動態把握を目的としたものをいくつか

取り上げよう．2000年以降には長期的動態の検証

を進めた大著が刊行された．Simchera（2006）は人

口に限らずロシア経済全般の100年間を包括的に扱

っている．とはいえ提示されている統計表こそ数多

いものの，その知見やデータそのものも基本的には

先行研究のレビューと言うべきものである．またデ

ータの出所記載が極めて曖昧であり，検証可能性に

強い疑問があるため直接的にこれを評価・批判する

ことは困難なものに留まっていると言わなければな

らない．Vishnevskii（2006）は人口に特化した100

年間の推移を動態統計に基づいて，帝政時代につい

ては帝国欧露部全体のものを用い，ソビエト以降は

現ロシア連邦領域に調整して描く．Vishnevskii

（2006）はSimchera（2006）と同様，第2次大戦中の

数字については全面的に先行研究に依拠し，また帝

政期についてはRashin（1956）に負いながら，ロシ

アにおける人口転換を諸外国と比較しながら検討し

ている．人口統計の体系的調査というものではない

が，そこから得られる知見は有益である．いずれに

ついても，一次史料を用いない点に疑問を覚えるも

のである．またVishnevskii（2006）が領土の統一性

を放棄していることも指摘せねばならない．

　他方Goskomstat　Rossii（1998）はロシア連邦国家

統計委員会（当時．現「ロシア連邦統計局」）が，1897－

1997年の100年間に関わる人口統計について，現

ロシア連邦領域に再編成してとりまとめるという点

に力点を置いた刊行物である．これは本調査研究と

内容が重なるものと成り得る．しかしながら子細を

検討してみると，得られた統計の算出方法，算出に

当たって置かれている仮定，等に関わる説明が決定

的に不足していることを指摘せねばならないのであ
る10）．

　ソ連崩壊後はアーカイブ史料の利用可能性が飛躍

的に高まったことから，これまで検討を行うことが

出来なかった大粛清期や第2次大戦中の人口動態に

着目した研究が進められている．むしろそうした個

別主題に特化した研究こそ領域の相違に関する調整

や算出基盤の検討に対して相対的に注意を払ってい

る．そうした中で挙げるべきもののいくつかに言及

しよう．初期のソビエト・ロシアを扱った研究とし

てはZhiromskaia（2001）が，ソ連時代全体を通した

公文書高文高等に基づく研究にはPoliakov　and

Zhiromskaia（2000，2001）がある．ただし前者は

1926年・1937年そして1939年直酒センサスの結果

の検討に限定されるlD．利用している史料とその対

象年次の制約から，ソ連全体を一括して扱っている

ことが多い．後者は人口動態の鳥騒図を得ることを

目的としたものではなく，スターリン期の秘匿され

たセンサス結果の検討・矯正収容所の囚人構成・第

2次大戦時の人口動態等といった，情報が公開され

ていなかったソビエト時代には為し得なかった個別

的な題材を扱った論文集である．Andreev，　Darskii

and　Kharkova（1993）はソビエト全体を対象として

いるが，戦前からソ連崩壊までを一貫して扱った研

究である．アーカイブに依拠した1920年代の人口

動態に関する推計が目を引く．またAndreev，　Dar－

skii　and　Kharkova（1998）もアーカイブ史料を利用

して1927－1939年・1946－1949年というほとんど公

刊統計が存在しない期間に関する動態統計を発掘す

ると共に，複数系列を提示した推計を行っている，

領域の調整を試み，またデータ出所の記載も比較的

子細であるので検証が全く不可能ということはない．

かつてRosefielde（1983）やWheatcroft（1984，

1990），そしてAnderson　and　Silver（1985）その他

多数によって活発に議論され，た側面であるが，農業
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集団化・大粛清そして第2次大戦前後の期間を併せ

て検討したものとしてはこれが最も注目すべき研究

であろう12）．

　帝政ロシアそしてソビエト・ロシアの人口に関し

本節で言及しているものは非常に限定的であり，欧

米におけるロシアの人口研究はこれら以外にも数多

い．しかしながら，ソビエト時代においては原史料

への接近可能性という側面での問題が大きく，それ

が長期的データ整備を行うにあたって障害になって

いたと言えるであろう．またそもそも現「ロシア連

邦」が全く独立した1国として存在するようになっ

たのは1991年末におけるソ連崩壊後のことに他な

らず，「ロシア連邦」に関する人口について体系的調

査を行ったものが存在しないこと自体は致し方のな

いことであると言える．とはいえ見てきたとおり先

行研究は，ソビエト時代においても不可能ではなか

った領域の調整を看過したものがほとんどであるこ

と，そして帝政期からソビエト期まで一貫して一次

史料に依拠するという姿勢を欠いていること，を指

摘せねばならないのである．

3．ロシアの人ロ統計

3．1帝政ロシアにおける全国人ロ調査酒θo謝εα

　ロシアにおける人口調査の歴史は古い．「全国人

口調査名ε読勿（revision）」と呼ばれる担税民に関

する調査が1718年11月26日13）のピョートル1世

（大帝）の出した法令（雄αのによって開始されたこ

とは広く知られる（Herman，1982；MVD　RI，1858）．

Rθ麗z磁はその後10－15年程度の間隔をもって

1857－1858年における最後の第10回まで実施され，

た．しかしながら，それが同時に多岐にわたる問題

点を含み，その正確性を強く疑われるものであった

ことも広く指摘されているところである（MVD　RI，

1858；Rashin，1956）．それは詰まるところ，「担税

民を対象とする」という前提に起因するところが小

さからぬものであったことは自明であったと言える．

　人口調査の主目的は，納税主体の捕捉と軍隊の人

員確保とであった．その背景には，それまで「世帯」

ベースで行われていた課税が，個人ベース（人頭税）

に移行することとなり，全人口を捕捉する必要の生

じたことがある（Herman，1982；MVD　RI　1858，

1863）14）．そして当初，調査の首班は税務庁

加規膨娩。〃稽磁であった．本調査によって把握さ

れ’ることは，即ち納税の義務発生に直結することと

なる．従って登録逃れが後を絶たなかったという．
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そうした逃亡に対して徒刑・罰金等の処罰が行われ

たことが，登録逃れをさらに誘発した．1721年にそ

れまでの登録忌避を処罰しないという勅令が出され，

同時に人頭税の額が低減され，て以降，この人口捕捉

はある程度軌道に乗ることになった（MVD　RI　1858，

1863）。

　担税民は男子のみであり，調査のカバーする人口

もおのずから担税民と位置づけられる農民・町人・

商人に限定される．とはいえ人頭税を課されること

のない女性をも，統計的目的から対象として加える

ことが意図されており，実際に「全国人口調査」で

得られる数字は担税民のみのそれに留まるものでは

ない．聖職者や駅馬車御者・退役軍人等の非担税民

も記録されている．しかしながら調査員の人員不足，

財政的条件，捕捉すべき領土のあまりの広さ，はそ

の全面的な実現を困難にした．ポーランド・フィン

ランドやコーカサスではそもそも実施されず，貴族

ぬ07加6及び官吏はほとんど記録されることがな

かった．また第1回・第2回そして第6回全国人口

調査においては女性が記録されなかったのである．

明示的に貴族・官吏等の非担税民をも調査対象とす

ることが示されたのは，ようやく18504851年の第

9回全国人口調査においてであった（MVD　RI，1858，

1863；Valentei，1985）．

3．2　帝国内務省中央統計委員会による人口統計の

　　編纂

　帝国における統計制度の整備は19世紀前半から

開始された．1834年前内務省会議soθ6’隅耀∫孟〃

∫加α　㍑厩泥％網引　4θ1に統計局s彪挑批勉s肋60ゐ

4醜漉が設置され15），都市そして県g励θ7η磁レベ

ルの調査と統計の刊行が行われた．1853年には内

務省会議統計局と税務庁の下にあった定期人口調査

委員会とが合併し内務省統計委員会s嬬乞画論θs肋

ん。勉舵’勉勿醜6z蜘αθ％認劣飾疵肋4θ1に改編された．

さらに1858年3月4日，内務省統計委員会を，中央

統計委員会なθ刎雇痂掬孟観認。加s肋肋編観に：再編

するという形での制度的基盤構築が行われた16）．各

県に設置されていた県統計委員会の情報収集が不十

分であったため，中央統計委員会傘下に統計局と共

に地方局（ゼムストヴォ局）紹駕s観。’461が置かれ

たのである．これ以降，全国レベルでは中央統計委

員会を中心にした統計数字の整備が進められる体制

が制度上i整えられた17）（MVD　RI，1858，1863；Gos－

komstat　Rossii，1996）．
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　さて帝国内務省中央統計委員会が人口統計を整備

するにあたって利用した情報は，前小節に見た「全

国人口調査zω面刎によるもののみに留まるもの

ではなかった．それに加えて，教区台帳にもとつく

出生・死亡統計，各宗教信者別の数字を得るに不可

欠な警察調査等によるものに言及せねばならない．

　教区台帳辮θ厩6勉肋ん短gゴとは，ロシア正教会

の「告解勧0門司痂18》」に基づく文書であるが，そ

こでは毎年の出生・死亡そして婚姻が記録される．

県知事は年に1度，2，月1日に宗務旧史肋。魏開

田煽s’o漉αの命によりこれら数値を収集し，皇帝

への奏上報告書に添付する人ロー覧表に記載したの

である（MVD　RI，1858，1863）19）．

　さらに異教徒，即ちローマカトリック・プロテス

タント・ユダヤ教そしてイスラム教といった諸宗

教・宗派の信老については，各教区の長が地元市当

局へそれぞれの出生数・死亡数・婚姻数を報告する

ものとされた（MVD　RI，1863）20）．しかしながらこ

れでは，特定の教会に結びつけられるとは限らない

偶像崇拝者やロシア正教分離派（古儀門派）21）の人

数・動態統計を捕捉することが出来ない．帝国に見

られる多民族・多宗教の人口構成，そしてロシア独

特の「分離派」の存在は人口統計の正確性に重大な

影響を与えるものであり，これを看過することは出

来ない．そこでそうした情報を補足するものとして

行政・警察調査σ4窺勿癖四過ηoφ01爵廊ん露加胆露

と呼称されるものが参照された．行政・警察調査は，

各地の警察及び郡役場等により，「全国人口調査」の

戸別リストに基づき行われ，た調査である22）．これ，に

より出生老・死亡者・そして移出入者の加除が行わ

れた．宗教に基づくものではないため，教区台帳で

は得られ’ない数値を見ることが出来たのである．

　人口統計の作成方法自体は，1858年実施を最後と

する「全国人口調査7ω厩刎をベースとし，それに

既述のような種々の記録から得られる出生・死亡及

び移動統計を積み上げるという形によって行われた

（MVD　RI，1858，1863；Goskomstat　Rossii，1996）．

これ，は1865年目皇帝の命令23）により，先に述べた

とおり宗務局が県統計委員会に対して教区台帳に基

づき住民一覧を作成・伝達させることとなったこと

に基づく．それによって1867年以降の人口動態統

計が記録されるようになったわけであるが，それは

登録人口の年齢別データ等詳細を欠いており，そこ

で調査による人口把握の必要性が早くから認識され

ていた（MVD　RI，1890）．だが「全国人口調査」終了

の1858年ののち，調査統計による全国規模の人口

把握が最初に行われ，たのは1897年に実施された帝

政ロシア最初で最後の人ロセンサスであった24）．

3．3　ソビエト・ロシア以降の統計組織と弾弓統計

　1917年の革命勃発後，経済システムの再編が急速

に行われ，統計制度に関しても様々な改変が実施さ

れた．革命早々の1917年12月置創設された国民経

済最高会議㎜K勘W∬肋　so纏　紹η4ηρgo
々加加癖槻は統計・人口調査部門を有していたが，

統計の集権化を進めるべく1918年7月中は中央統

計局乃Sσ」7初η磁1ηoθ∫∫α漉ガ6乃θs肋εzφη泌6競

の設立が図られた25）．同年9月には地方支部も設置

されることが定められている26）．そして企業・機関

は統計局が必要とする情報を提出することが要求さ

れ，また統計局の命令を遵守する義務を負ったので

ある．だが統計編纂作業の独立性を維持することよ

りは，当初から計画経済への寄与を前提とした位置

づけ，即ち当時の「人民委員会」に従属する形を採

ることが行われた（Popov，1988；山口，2003）．内

戦終結後の1923年目はソ連人民委員会議付属中央

統計局となった2η．ただしそうした組織の設置が図

られたとはいえ，実際には革命後の内戦・列強との

干渉戦等により，1920年代初期に全土の業務統計或

いは調査統計の収集を行うことは不可能であった28）．

　ソビエトにおける統計制度の画期は1930年であ

る．同年1月に中央統計局を国家計画委員会Gos一

ρ伽の1部局とするという形の組織編成替えが行

われ（Goskomstat　Rossii，1996），統計作成組織が計

画経済に寄与することを前提とした部局と明確に位

置づけられた．中央統計局は1931年改称され国家

計画委員会附属中央国民経済計算局7風刀V：Kぬσ

Go吻αηα」7否θπ磁1η06　ゆ解ρ1θ痂θ　照70伽0肋一

〇9毎麟θθηηogo％6舵彪となり，さらに同様に1941

年以降1948年まで国家計画委員会附属中央統計局

乃Sσ　Oo幼伽ηαとされた（Goskomstat　Rossii，

1996）．それらは第二次大戦前の急激な工業化，と

りわけ1928年からの5力年計画の始動に際し，統

計作成者と統計利用者とが乖離することとなる独立

的な統計機関の存在が計画経済実現の障害となった

ため，という山口（2003）の指摘は適切であろう．

　こののち1948年には国家計画委員会から離れ，ソ

連閣僚会議附属中央統計局となり，さらに1978年，

ソ連中央統計局として独立する．数度の改称を経て

2007年現在はロシア連邦統計局として継続的に活



ロシアの長期人口統計

動を行っている．統計収集・作成方法は基本的に現

ロシア連邦もソビエト時代のそれを踏襲していると

言える．ソビエト時代の統計は集中性によって特徴

づけられる．省庁別に統計が作成されることはなく，

各省庁は企業・機関の統計報告を中央統計局に対し

て行い，中央統計局がそれをとりまとめるという形

が採られた（Goskomstat　Rossii，1996）．だがソ連

崩壊後の市場経済化は企業の形態や産業構造の劇的

な変動を生じせしめたため，事業所単位の報告を主

体としたがっての生産統計等の作成手段が有効性を

減じていることは明らかであり（山口，2003），新た

に統一国家企業組織登録EGRPO」E4初〃
gos鰯α彫％朋だ名卸s〃力名6ゆ漉α漉ゴ。㎎α腋αな〃

と呼称されるものを導入し（Goskomstat　Rossii，

2001；山口，2003）統計精度の改善を図る等の制度

改革が続いている．

　人口調査については革命から3年足らずの1920

年，ソビエト第1回の人ロセンサスが行われた．こ

れは5力年計画に先立つロシア電化計画
GO吼RO’Go∫％磁鰯〃θ槻∫ゴμαη　61θん〃舜ん認sガ

Ross露の基盤たるべく実施されたが，革命後の内戦

が継続していた折り，ヨーロッパ・ロシア部に限定

されるものとなった．1926年に実施されたセンサ

スが初めてソ連全土をカバーする調査である．また

1937年には5力年計画開始後初めての人ロセンサ

スが行われたが，そこには1930年代の農業集団化

と大飢謹，大粛清の痕跡が認められ，結果が中央統

計局からは公開されることのないままであった．

1939年のものが通常利用可能なソ連における第2

二大戦前最後のセンサスである29）．第2次大戦を挟

み，戦後最初の人ロセンサスは1959年に実施され

た．以降1970・1979・1989年と順次行われ30），

1991年末におけるソ連崩壊ののちの新生ロシア第1

回人ロセンサスは2002年に実施されている．

　なお暦年の人口動態の記録については市民法に規

定があり，ソビエト時代から一貫して戸籍（出生・

死亡・婚姻等）登録機関Z4　GS’α46♂z妙癖αん魏

gη読磁ηS加gO　SOS’0伽ゴ勿への届け出が住民にとっ

ての義務となっている31）．ソ連崩壊後の現在もそれ

が踏襲され，出生はその事実の発生から1ヶ月以内

に，死亡はその3日以内にZAGSへ申告するよう

定められている32）．地域間移動を含め住民登録

ρ7砂融αは地元内務省出先機関に対して行う33）．こ

れ・によって1956年以降については毎；年，公式統計

集『ロシアの国民経済』翫70ゴη0θ1（加Z勿癖90
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RS㎜～に人口統計が作成・公開されている34）．勿

論，住民登録のみによって地域間移動を完全に捕捉

し正確な地域人口を記録するということは不可能で

あった．ちなみにソビエト時代のロシア・ソビエト

社会主義連邦共和国について見た場合，1959二人ロ

センサスから11年後の1970年センサスにおいては，

その期間に累積した非登録人口として0．75％分が

補正されていることを付記しておく（Kumo，2003）．

4．ロシア人品統計の加工

4．1帝政ロシアの人口統計

　前出のとおり，1858年より後，担税民を対象とし

た人口の把握を行う「全国人口調査」は行われるこ

とがなくなった．これによって統計作成業務は税務

所轄官庁との関わりを持たなくなり，正確さを向上

させる基盤iが創出されたと言える．1858・1863年

には試行的に，内務省中央統計委員会により「全国

人口調査」等に基づいた各種統計が作成され，下っ

て1866年以降，当初は断続的に，のち恒常的に統計

の整備・刊行が実施されるようになったのである．

　さてそれではここで帝政ロシアの人口統計につい

て概観する．利用する統計は1866年一1918年の間

に刊行された一連の公式統計から抽出したものであ

る．

　19世紀後半から世紀末までに刊行された内務省

中央統計委員会による『ロシア帝国統計紀要』

S嬬ゑs漉加s三四翻翅θη擁んRoss魏ん麗加ψθ痂，刊

行年1866，…（不定期），1897，及び1916年まで刊行

された『ロシア帝国統計』S嬬ゑ語肋　1～o∬痂た。ゴ

加旧臣，刊行年1887，…，1916，と題された一連の

刊行物のうち「＊＊年における欧露部の人口動態」

1）〃勧θ忽6ηαS6勧ガαρ6砺q翅∫々0げROSSガ＊＊90諺

等からは，掲載されている種々の情報に基づいて帝

政ロシア欧州部（欧露部）の50県に関する出生数・

死亡数・乳児死亡数，及びその1，000人当たりの数

字を1910年まで得ることが出来る35）．（県別）総人

口は記載のある年と無い年とがある．出生・死亡統

計があるとはいえ，これに直接に依拠して19世紀

後半からの動態を見ることは出来ない．というのも，

「欧露部」の概念が新生ロシア或いはソ連時代の領

域で言う「ヨーロッパ・ロシア」とは大きく異なっ

ているためである．

　さらに1904年からは統計年鑑の刊行が定期的に

行われた．『ロシア年鑑』Eε加go閑日Ross班刊行年

1904－1910）及び『ロシア統計年鑑』S纏s”6舵s履
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62加go4日頃Ros腕（刊行年1912－1918）がそれである．

ここに掲載されている欧露部人口動態統計は速報値

と思われるため，1904－1910年に関する出生・死

亡・幼年死亡数は同一年次を扱いつつも出版年がよ

り遅い既出の『ロシア帝国統計』の「＊＊年の人口動

態」等を用いる．ただしrロシア年鑑』『ロシア統計

年鑑』には欧露部に留まらない帝国全土の人口が地

域（「県」とその下位の「郡」）別に記録されており有

用である．勿論，その統計の正確性が当然問題とな

ろう．1897年帝政ロシア人ロセンサスによる欧露

部の総人口と，センサスに先だって編纂された1893

年版・1895年版・1896年版・1897旧版『ロシア帝

国統計：人口動態編』前文記載の死亡率・出生率か

ら逆算した総人口とを比較すると，その乖離の幅は

1．5％を下回っていることが確認出来る36）．そこで

これに依拠することは可能であると判断し，本稿で

は帝政期の統計について次のような手順を踏んだ加

工を行うものとする37》．

　（1）最初に1904－1916年の帝政期欧露部について，

　得られる限りの年の獲得可能な数字に関し，人

　口・出生数・死亡数・幼年死亡数を地域（県

　gめ6挽磁・州。施s〆・地方々癬等）別に揃える．

　（2）ソ連崩壊後におけるロシア連邦の国境線が帝

　政ロシアの「県」等の境界線と一致していないこ

　とから，Leasure　and　Lewis（1966）により作成さ

　れた帝政期の行政区画のそれぞれが当時の「ロシ

　ア・ソビエト社会主義連邦共和国（以下ロシア共

　和国）」の領域，すなわち現ロシア連邦の領域に含

　まれる面積比率を用いて地域毎の人口・出生数等

　を算出し，その総和を取りそれを現ロシア連邦領

　域ヨーロッパ・ロシア部の数字と見なす38）．

　（3）問題となるのは帝政期を通じて動態統計の刊

　行が全く行われ’なかったコーカサス・シベリア・

　極東の扱いである．帝政ロシア領フィンランドの

　一部で現ロシア連邦に含まれる領域もこれに該当

　する．ただし当該地域では1885・1904－1916年に

　ついて総人口が得られ’る．上記（2）の手法により

　帝政ロシアにおける総人口の地域分布を見ると，

　現ロシア連邦領域の総人口に対して「コーカサ

　ス＋シベリア＋極東＋フィンランドの一部」の人

　口が占めるパーセンテージシェアは，数字の得ら

　れる1885－1916年で最大21，3％以下であり，概ね

　総人口の4／5がヨーロッパ・ロシアに立地してい

　る39）．そうした状況を鑑み，総体的な傾向を掴む

　ため粗出生率・粗死亡率・乳児死亡率は（2）で得

られる現ロシア連邦ヨーロッパ・ロシア部の数字

をこれら欧露部以外の領域にも適用する．1916

年において（2）の手法から算出したコーカサス・

シベリア・極東（及びフィンランドの一部）の人口

に対し，ヨーロッパ・ロシアと同じ出生率・死亡

率・幼年死亡率を該当させて逆算を行う．

（4）1901－1903年についても上記（3）と同様の手

法で，ヨーロッパ・ロシアの出生率・死亡率・乳

児死亡率に依って全ての値を遡って算出する．

（5）また帝政期の全期間について，現カリーニン

グラード40）は含まない．

（6）参考のため，1891－1900年について，欧露部

のうち現ロシア連邦領域のヨーロッパ・ロシアに

含まれる地域の動態も算出する．またそこで得ら

れる自然増減率を全土に適用し，総人口の系列を

作成する．さらに1867－1890年については，1891

年の総人口を起点とし，（現ロシア連邦ヨーロッ

パ・ロシア部ではなく）帝政ロシア欧露部全体に

関する出生率・死亡率を適用して逆算を行う41），

4．2　ソビエト・ロシア以降の人ロ統計とその問題

　　点

　革命後のソビエト・ロシアに関する人口統計の問

題は何よりもデータの獲得可能性にある．人ロセン

サスはその初期，1926・1937・1939年に，そして戦

後第1回のセンサスが1959年に実施されているが，

その間を連結させるに足る情報は公式統計では得ら

れない場合が多い．1917－1921年は革命・内戦・干

渉戦で本土が戦場となっているため極めて扱い難い．

同様のことが1941－1945年の第2次世界大戦中にも

無論該当する．1930年代は農業集団化による混乱

と大規模な飢謹の発生に加え，さらに大粛清が生じ

たが，この時期の人口統計は極めて得難い．端的に

言って1920年代末期から1940年代全般については，

人口統計の公表がほとんど行われていないという実

情があるのである．こうしたことから，1950年以前

については屡々，公式統計ではなく文書館史料によ

って見ることの出来る統計局史料が唯一のベンチマ

ークたりうる数字となる．

　そのような背景を鑑みて，本稿ではソビエト時代

の人口統計についてはそうした一次史料の獲得を第

一義として積極的な独自推計は断念し，その基盤た

り得る獲得可能な限りの数字を挙げることに主眼を

置くものとする．利用するのは刊行された公式統計

及び文書館（ロシア国立経済文書館RGAE）史料で
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注）第2次世界大戦中はデータ欠損地域が多いためあくまでも参考値である．また1928－1938年

　（1927年からの累積）・1945－1949年（1950年力・らの逆算）は出生数・死亡数の差のみで算出して

　おり社会増減を含んでいない．

ある42）．なお1956年以降は恒常的に統計の公刊が

行われるようになっており，1950年まで遡って比較

的容易にデータを得ることが出来る．

　次に考慮すべきは行政区画の変遷である．革命勃

発後やソ連の成立前後，そして1930年代及び第2

次世界大戦に関わり様々な行政区画・領土の変化が

生じた．戦争に関わらないもののみに限定しても，

ソ連を構成した民族共和国の成立に伴って大きな制

度的変更が為されている．これを逐一挙げることは

避けるが，下記の諸点への留意は必要である．1920－

1930年代の変更の多くは帝政期において定められ

ていた行政区域を民族分布に従って変更するという

指針で行われた著名な「民族・共和国境界画定」と

その後の民族共和国設立とに伴うものである43）．

　一現カザフスタン・キルギスタンは1917年のロ

シア共和国成立以降1936年までカザフ自治共和

国・キルギス自治州或いはキルギス自治共和国とし

て「ロシア共和国」に含まれている．

　一現ウズベキスタン・タジキスタン・トルクメニ

スタン・カザフスタンの一部は，革命後「トルケス

タン自治共和国」として1924年までロシア共和国

内に包含されている．

　一1924年まで，現ロシア連邦領オレンブルク州は

上記カザフ自治共和国に含まれていた．該当する期

間について，これをロシア共和国に含めなければな

らない．

　一1924年に現ベラルーシ領ビテプスク県が，

1924・1926年にかけて同じく現ベラノレーシ領のゴ

メリ県がそれまで所属していたロシア共和国から白

ロシア共和国に移管されている．

　これらは1920－1930年代の統計から現ロシア連邦

領域の人口統計を導出する上で不可欠の配慮である．

さらに，（1）冬戦争（1939年）・継続戦争（1940年）に

よりフィンランドから獲得したカレリア地峡周辺及

び現ロシア連邦カレリア共和国の取扱，（2）1954年

までロシア共和国の管轄下にあったクリミア自治共

和国（或いはクリミア州）の現ウクライナへの編入

（現在まで），（3）1944年以降にトゥヴァ自治共和国

が編入されていること，等も留意を要する．

5．結果

　前節で示した手法により帝政ロシアとソビエト・

ロシア，そして新生ロシアの人口統計を整備した結

果が図1－3そして表1である．少しくこれらを概観

しよう．

　総人口（図1）に見るとおり，ロシア革命とその直

後の混乱，そして第2次世界大戦の影響は甚大であ

る．1917年の革命ののち，革命直前の人口を上回る

のはようやく1930年頃である．また独ソ戦開始直

前の1941年1月1日の人口を超えるのは1956年で

ある．帝政末期における現ロシア連邦領域の人口と

1946年のそれとを比較すれ，ば，おおよそ30年間の

人口成長が失われたと見ることが出来る．これはソ

ビエトの人口史に関わり広く知られている事実であ

る（Poliakov　and　Zhiromskaia，2000；Vishnevskii，

2006）が，帝政後期の1860年代にまで渡って現ロシ

ア連邦領域に統一させた人口系列を作成したのは本

稿が最初の試みである．
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図2．出生率・死亡率
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注）1867－1890年は帝政ロシア欧露部；1891－1917年迄は現ロシア連邦ヨーロッパ・ロ

　シア領域；1918－2002年は現ロシア連邦領域全体，の値（一部地域を除く：表1注記参

　照）．1927－1938年・19424945年はデータ欠損地域が非常に多いためあくまでも参考

　値である．1924－1925年はヨーロッパ・ロシア部に限定して算出されている．

　上述したように帝政期における現ロシア連邦のヨ

ーロッパ部については，ある程度のデータに基づい

て19世紀末まで総人口・出生者数・死亡者数・乳

児死亡者数を遡ることが出来ており，第3節・第4

節にて検討したとおり地域（帝国における「県」）別

にそれぞれの数字を得られる1891年以降20世紀初

頭までの当該地域のデータはそれなりの正確さを認

められよう．だがヨーロッパ部以外の現ロシア連邦

領域については，本稿の手法によっては正確性を担

保することが出来ない．

　図2から看取できるのは帝政後期における出生率

の高止まりと，同時に帝政末期における死亡率のわ

ずかな低下傾向である44）．このことはRashin

（1956）やVishnevskii（2006）ら先行研究でも広く指

摘されているが，Rashin（1956）を除く他の研究は一

次史料を用いず基本的にはRashin（1956）を孫引き

しているのみであり，ここにRashin（1956）の指摘

を確認することが出来た45）．帝政期の乳児死亡率に

ついては明確な傾向を看取することは出来ない．

　さて帝政期とソビエト期とを連結すると，図2の

通り2つの大戦を挟んだ前後の出生率・死亡率の低

下が明確になる．これもまたVishnevskii（2006）ら

の指摘しているところである．本稿は帝政期の人口

系列を作成するに当たって1891－1903年は現ロシア

連邦ヨーロッパ・ロシア部領域の，そして1890年

以前は帝政ロシア欧露部全体の出生率・死亡率デー

タをそのまま援用しているため，率データを基盤と

した視点で導出される知見は先行研究から得られる

それと概して一致する．

　初期ソビエトの人口については文書館史料を渉猟

することを試みたが，欠損値が残されている．また

年により地域のカバリッジ等データの正確性が大き

く異なっていることは表1の注記に示した．データ

がほぼ不在となっている革命後から内戦終結までを

包含する1915－1923年，そして欠損地域が多いまま

のデータしか得られない1928－1945年にこそ大きな

変動が生じているであろうことは明らかなのである。

勿論，これらの時期は最も混乱が激しかった期間で

あり，仮にデータを得られたとしても46）信頼性に欠

けることが想定される．外部要因による激しい変動

を看過することが許容されるならば，本稿の調査結

果も一定の傾向を把握することに寄与するであろう．

　さらにソビエト期のデータについて述べる．1927－

1938年の乳児死亡数を除く動態統計はAndreev，

Darskii　and　Kharkova（1998）が用いたものと全く

同一の史料である．乳児死亡数について，Andreev，

Darskii　and　Kharkova（1998）はその出所を「Gos－

komstat　SSSRのアーカイブから」と記しているの

みで検証が出来ない．筆者らは独自の調査で異なる

公開アーカイブにより特定し得たもののみを示す．

1941－1945年の総人口を採取した史料は部分的に

Ispov（2001）と一致するが数値は異なる．これは

Ispov（2001）がクリミア自治共和国（州）等に関わる

修正を行っていないためであり，本稿のものが現ロ
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　図3a．乳児死亡率（第2次大戦中アーカイブ含む）
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シア連邦領域の被占領地を除いた数字としては正し

いものであることを指摘しておく．

　第2次大戦中である1941－1945年の出生・死亡・

乳児死亡数は筆者らが独自に抽出した．かつIspov

（2001）は2－3年の系列で留まっているが，本稿では

全ての年次について揃えることが出来た．ただし欠

損地域が多いこの期間の統計をそのまま用いること

は到底出来ない．またデータを獲得し得た地域の死

亡率は必ずや欠損地域（被占領地域等）の死亡率を下

回っているに違いない．そして問題とすべきはまさ

にその，欠損地域で見られるはずの異常に高いであ

ろう死亡率なのである．実際，自然増加率はここで

得られたものより絶対値の大きな負値でなければ第

2次大戦中の総人口の減少を説明出来ない．なお

1943年の乳児死亡率が跳ね上がっているが，アーカ

イブ史料ではそのようになる（図3a）．これが現実

を表しているのか否かは得られた史料からは判断出

来ない．乳児死亡率は大戦中のデータを除去すると

大きな傾向を掴むことが出来よう（図3b）．

　1946－1949年の出生・死亡・乳児死亡数，1951－

1952年・1955－1957年及び1959年の乳児死亡数は

Andreev，　Darskii　and　Kharkova（1998）の利用した

史料とは異なっている．数値も多少の相違があるが

この原因について確かめる術はない．というのも

Andreev，　Darskii　and　Kharkova（1998）の使った

1946－1955年に関する史料は依然として機密扱いが

解除されていない文書なのである4η．機密扱いが解

除された公開史料による1946－1955年の動態統計は

筆者らが見いだした．この期間の総人口について付

言すると，1946年の年初人口・1947年2月1日付

人口がアーカイブ史料により得られたが，これは公

式統計に依る1950年人口と対比するとあまりにも

問題が大きく48），1950年人口から出生数・死亡数に
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よる逆算で1946－1949年の総人口を算出している．

　最後に新生ロシアの動態は周知のものである

（Simchera，2006；Vishnevskii，2006）．1991年以

降に見られる粗死亡率の上昇はひときわ目を引く．

帝政ロシアにおいて死亡率が顕著に上昇したのは大

直土が生じた1891年，そしてソビエト期でデータ

を入手し得た時期で同様の年次はこれもまた大高鐘

で知られる1933－1934年と第2次将戦中とである．

現ロシア連邦において1991年以降に見られる人口

動態の異常さが露わになっていると言えるであろう．

6．残された課題

　本稿は帝政ロシア及びソビエト以降のロシアにお

ける人口統計の把握に関わる統計制度をレビューし

た上で，一次史料に依拠して帝政ロシアの人口統計

を現ロシア連邦領域に即して再編した推計系列を示

した．同時にソビエト・ロシア以降について，これ

もまた獲得可能な限りの一次史料に基づいて整理を

行った．これにより帝政ロシアとソビエト以降のロ

シアとを統一的に見る基盤を構築することを意図し

たが，しかしながら未解決の問題は大きく，検討を

要するままに残されている．

（1）帝政期データの信用可能性と欧露部以外の推計

　帝政期のデータはその正確性が問われることにな

るのが必然であると言えよう．とはいえ欧露部につ

いては相当程度基準となる系列を揃えることが出来

る状態であり，また時として公式統計に掲載される

総人口数により，動態統計に基づく推計値を比較検

討することが不可能ではない．直面する大きな問題

はコーカサス・シベリアそして極東といった，欧露

部以外の地域に関するデータの獲得可能性，そして

その信用可能性である．
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表1．結果表

年 総人口 出生数 死亡数 乳児死亡数 出生率 死亡率 乳児死亡率 自然増加率

人 人 人 人 1／1000 1／1000 1／1000 1／1000

1867 45606000 2293000． 1647000 50．3 36．1 14．2

1868 46262000 21650⑪0 1762000 593900 46．8 38．1 274．3 8．7

1869 46668000 2301000 1773000 606500 49．3 38．0 263．6 11．3

1870 47202000 2285000 1626000 558700 48．4 34．4 244．6 14．0

1871 47870000 2413000 1809000 614600 50．4 37．8 254．7 12．6

1872 48482000 2380000 1963000 658500 49．1 40．5 276．6 8．6

1873 48903000 2533000 1769000 631900 51．8 36．2 249．4 15．6

1874 49679000 2549000 1744000 647000 513 35ユ 253．9 16．2

1875 50497000 2585000 1738000 658100 51．2 34．4 254．5 16．8

1876 51359000 2583000 1778⑪00 647200 50．3 34．6 250．5 15．7

1877 52177000 2572000 1785000 586500 49．3 34．2 228．0 15．1

1878 52976000 2506000 2023000 625900 47．3 38．2 249．8 9．1

1879 53463000 2673000 1855000 574800 50．0 34．7 215．0 153

1880 54294000 2650000 1921000 689900 48．8 35．4 260．4 13．4

1881 55033000 2631000 1830000 608100 47．8 33．3 231．2 14．5

1882 55844000 2815000 2205000 836300 50．4 39．5 297．1 10．9

1883 5646100⑪ 2791000 2070000 772900 49．4 36．7 276．9 12．8

1884 57191000 2802000 187300⑪ 711800 49．0 32．7 254．0 16．3

1885 58136000 2815000 2015000 760600 48．4 34．7 270．2 13．8

1886 58947000 2742000 1837000 680400 46．5 31．2 248．1 15．4

1887 59866000 2844000 1930GOO 727400 47．5 32．2 255．8 15．3

1888 60793000 3034000 1962000 758600 49．9 32．3 250ユ 17．6

1889 61884000 3⑪20000 2135000 830000 48．8 34．5 274．8 14．3

1890 62782000 3026000 2241000 883000 48．2 35．7 291．8 12．5

1891 63577000 3383000 2537000 920500 53．2 39．9 272．1 13．3

1892 64435000 3041000 3033000 932700 47．2 47．1 306．7 0．1

1893 644430⑪0 3307000 2477000 833300 51．3 38．4 252．0 12．9

1894 65284000 3358000 2471000 889600 5L4 37．8 264．9 13．6

1895 66184000 3477000 2597000 972900 52．5 39．2 279．8 13．3

1896 67076000 3559000 2522000 975100 53．1 37．6 274．0 15．5

1897 68128000 3576000 2391000 928000 52．5 35．1 259．5 17．4

1898 69334000 3543000 2638000 987800 51．1 38．0 278．8 13．0

1899 70251000 3622000 2382000 868200 51．6 33．9 239．7 17．7

1900 71514000 3732000 2488000 942200 52．2 34．8 252．4 17．4

1901 72780000 3771000 2674000 1024000 51．8 36．7 271．6 15．1

1902 73895000 3868000 2647000 998700 52．3 35．8 258．2 16．5

1903 75136000 3924000 2533000 10⑪6000 52．2 33．7 256．3 18．5

1904 76553000 3999000 2553000 926300 52．2 33．3 231．6 18．9

1905 77989000 3778000 2734000 1026000 48．4 35．1 271．5 13．4

1906 79365000 4028000 2660000 998700 50．7 33．5 248．0 17．2

1907 80874000 4079000 2571000 919700 50．4 3L8 225．4 18．7

1908 82871000 3957000 2631000 965900 47．7 31．8 244ユ 16．0

1909 85962000 4077000 2844000 1024000 47．4 33．1 251．3 14．3

1910 87960000 4227000 3003000 1125000 48．1 34．1 266ユ 13．9

1911 89832000 4287000 2731000 47．7 30．4 17．3

1912 92533000 4228000 2772000 45．7 30．0 15．7

1913 94260000 4553000 3026000 48．3 32．1 162

1914 96307000 4317000 2756000 44．8 28．6 16．2
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．1919． 年は革命・．内
1
9
2
0
．

830．77000 戦・．干渉．戦の

1921 混乱期．．

．1922

P923 86265000 購料 Q362495 躍綿 P262658 串畔 R29968

1924 甲料 Q983462 零軸 P658396 榊掌 T79232 奉象奉 S4．1 ．榊 Q4．5 寧寧寧 P94，1 “19．6

1925 88413000 寧牌 R486044 牌事 P903550 寧串率 V16349 牌象 S5．3 料寧 Q4．8 零帥 Q05．5 串20．5

1926 89874000 4020000 1919000 756000 44．7 2L4 188ユ 串23．4

1927 92372000 寧4166971 康2080600 申45，1 寧22，5 躍巾掌 Q17．0 寧22．6

1928 ’94458371 “4276332 零1840944 寧46，3 傘199 零26．4

1929 阜96893759 “4138975 寧2099648 零43，8 申22．2 傘21，6

1930 ホ98933086 串3576495 奉1875730 申36．9 穿19，4 穿17，6

1931 串100633851 事3573238 寧2020003 零35，0 傘19．8 奉15，2

1932 寧102187G86 串3339568 孝2038250 厚32，2 廓19．6 ．12．5

1933 事103488404 寧2706729 噛292⑪611 掌25．7 “27．7 虚一 Q．0

1934 窄103274522 ホ2627899 卑1994229 寧24．6 “18．7 ＊5．9

1935 窄103908192 窄3339922 掌1863532 傘546042 寧31．4 察17．5 ・163．5 掌13．9

1936 寧105384582 奉3648268 購2261761 串744653 掌34．1 掌21．1 申204．1 掌12．9

1937 104929343 寧4197595 “2179054 寧760306 事40．0 寧20，8 奉18L1 掌19．2

1938 ＊106947884 卓4140000 甲2096000 “758968 掌38．9 庫19．7 掌183，3 康19．2

1939 108380000 喰4017939 寧2080643 廓764149 零37ユ ホ19．2 串190，2 179

出所：末尾注記を参照
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表1．（つづき）

年 総人口 出生数 死亡数 乳児死亡数 出生率 死亡率 乳児死亡率 自然増加率

人 人 人 人 1／1000 1／1000 1／1000 1／1000

1940 寧109813600 寧3624000 ・2262000 寧743000 33．0 20．6 205．0 12．4

1941 串111016200 寧3682726 寧2263056 寧777885 寧33．2 廓20．4 傘211．2 亭12．8

、難、　　、「、｝1 ll’・鞭囎糊・」二「癖噛噸1 騨璽撤灘㈱r

D粥職箔

『轡㈱鷺忌　　　，　　　　　　　　　　ワ卿1鵬塒／ ：甥横閥川副；．窺　魏2遜
1｛｝亭 麟脚驚，　もド、ド「　　　　〔「∵轡・喉蓼琳脚タ挙蹴毒　　b1　　　　　　　　　　　　　　　　　「

糟繋燃鮮
塾撃噸載解　　　　「「

謇X織鵬1

繋奪鞭　　　　　　　　　　「

　　　瓦

E” ｣卯「職麟烈翻1
　　　1

b灘i；
；轡撫騰繍鵬繍！三崎

騨膿轟，」　　L　　　　　卜

％P魏 ゑ艦鞭漁
　　「

蜩婦 聯 「P

H鱒鰍謙鶴 繍轍鮒ヨ 穏繍「、儒　、

1946 串959040DO 宰2325368 零1061793 串176157 奉24，2 廓11．1 ＊758 14．0

1947 掌97168000 串2563151 零1448482 寧326986 寧26．4 寧14，9 申127．6 12．2

1948 廓98283000 塚2358263 喰1145486 掌224249 甲24．0 寧11．7 零95，1 13．0

1949 串99496000 ＊2977280 亭1034963 傘248156 寧29．9 掌10．4 寧83．3 20．7

1950 101438000 2476000 1031000 200600 24．4 10．2 8工．0 14．2

1951 102945000 2825000 1059000 率257404 27．4 10．3 零9L1 17．2

1952 104587000 2819000 1009000 掌216356 26．9 9．6 窄76．7 17．3

1953 106715000 2717000 998900 25．5 9．4 16．1

1954 108430000 2949000 1014000 27．2 9．3 17．8

1955 110537000 2866000 935200 傘175572 25．9 8．5 寧61．3 17．5

1956 112266000 2769000 880700 庫137604 24．7 7．8 寧49．7 16．8

1957 114017000 2832000 935900 寧134108 24．8 8．2 寧47．4 16．6

1958 115665000 2819000 861600 115600 24．4 7．4 41．0 16．9

1959 117534000 2796000 920200 甲113110 23．8 7．8 ＊40，5 16．0

1960 119046000 2782000 886100 102000 23．4 7．4 367 15．9

1961 120766000 2662000 901600 88540 22．0 7．5 33．3 14．6

1962 122407000 2483000 949600 81190 20．3 7．8 32．7 12．5

1963 123848000 2332000 932100 73550 18．8 7．5 3L5 11．3

1964 125179000 2122000 9⑪1800 62640 17．0 7．2 29．5 9．7

1965 126309000 1991000 958800 5380⑪ 15．8 7．6 27．0 8．2

1966 127189000 1958000 974300 5009⑪ 154 7．7 25．6 7．7

1967 128026000 工851000 1017000 47450 14．5 7．9 25．6 6．5

1968 128696000 1817000 1040000 46390 14．1 8．1 25．5 6．0

1969 129379000 1848000 1107000 45ユ50 14．3 8．6 24．4 5．7

1970 129941000 1904000 1131000 43510 14．7 8．7 229 5．9

1971 130563000 1975000 1143000 41520 15．1 8．8 2LO 6．4

1972 131304000 2015000 1182000 43430 15．3 9．0 21．6 6．3

1973 132069000 1995000 1214000 44340 15．1 9．2 22．2 5．9

1974 132799000 2080000 1222000 46930 15．7 9．2 22．6 6．5

1975 133634000 2106000 1310000 49810 15．8 9．8 23．6 6．0

1976 134549000 2147000 1353000 53330 16．0 10．1 24．8 5．9

1977 135504000 2157000 1388000 52210 15．9 10．2 24．2 5．7

1978 136455000 2179000 1417000 51290 16．0 10．4 23．5 5．6

1979 137410000 2179000 1490000 49150 15．9 10．8 22．6 5．0

1980 138127000 2203000 1526000 48500 15．9 11．0 220 4．9

1981 138839000 2237000 1524000 47990 16．1 11．0 21．5 5ユ

1982 139604000 2328000 1504000 46990 16．7 10．8 20．2 5．9

1983 14053⑪000 2478000 156400⑪ 49190 17．6 11．1 19．8 6．5

1984 141583000 2410000 1651000 50720 17．0 11．7 21．1 5．4

1985 142539000 2375000 1625000 49380 16．7 11．4 20．8 5．3

1986 143528000 2486000 1498000 47580 17．3 10．4 19ユ 6．9

1987 144784000 2500000 1532000 48510 17．3 10．6 19．4 6．7

1988 145988000 2348000 1569000 44780 16．1 10．7 19ユ 5．3

1989 147022000 2161000 1584000 39030 14．7 10．8 18．1 3．9

1990 147665000 198900⑪ 1656000 35090 13．5 11．2 17．6 2．3

1991 148274000 1795000 1691000 32490 12．ユ 11．4 18．1 0．7

1992 148515000 1588000 1807000 292工0 10．7 12．2 18．4 一1．5

1993 148562000 1379000 2129000 27950 93 14．3 20．3 一5，1

1994 148356000 1408000 2301000 26140 9．5 15．5 18．6 一6，0

1995 148460000 1364000 2204000 24840 9．2 14．8 18．2 一5，7

1996 148292000 1305000 2082000 22830 8．8 14．0 17．5 一5，2

1997 148029000 1260000 2016000 21740 8．5 13．6 17．3 一5，1

1998 147802000 1283000 1989000 21100 8．7 13．5 16．4 一4．8

1999 147539000 1215000 2144000 20730 8．2 14．5 17．1 一6，3

2000 146890000 1267000 2225000 19290 8．6 15．1 15．2 一6，5

2001 146304000 1312000 2255000 19100 9．0 15．4 14．6 一6，4

2002 145649000 1397⑪00 23320⑪0 18410 9．6 16．0 13．2 一6．4

（
出
所
は
末
尾
注
記
参
照
）

［帝政期データに関する注釈］

。統計書では計算間違いや記載ミスが多数見られる．特に県別データの合計値が総人口として記載されたデータと合致しない場合や

県の人口が地区の人口の合計値と合致しない場合がある．このような明らかに間違ったデータに関しては，可能な場合には再計算お

よび各データとの整合性を確認し，より適切な値を記載した．

・帝政期のデータの正確性は年・地域によりばらつきがある．

・1871年置出生者数，死亡者数，婚姻数は県別データの総計と合致しない．

・1867－1869年における死亡者1000人当たりの乳児死亡者数及び幼児死亡者数は，記載されていない為，県別データを用いて筆者らが

算出した．ただし県別データの表において年齢別死亡者数のデータを得られない県があるため，分母となる総死亡者数及び分子とな
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る各年齢の死亡者数にはそれらの県を除いた値を用いている．1883年以前の乳児死亡者数データに関しては，全ての宗教の宗派に関

する男女別の「1ヶ月未満」「1ヶ月以上3ヶ月未満」，「3ヶ月以上6ヶ月未満」，「6ヶ月以上1年未満」における男女別死亡者数の合計

として乳児死亡者数を計算した．

［帝政期元データ出所］

［1］　S如姦sあ6ぬ6∫ん泥　θgぬ卿4η薦　Ro∬π，　vip．13　（1918）；［2］　to　zhe，　vip，12　（1916）；［3］　to　zhe，　vip．11　（1915）；［4］　to　zhe，　vip．10

（1914）；［5］　to　zhe，　vip．9　（1913）；［6］　to　zhe，　vip．8　（1912）；［7］　Eεぬ卿伽涜」Rossガ，　vip．7　（1911）；［8］　to　zhe，　vip．6　（1910）；［9］

to　zhe，　vip．5　（1909）；［10］　to　zhe，　vip．4　（1908）；［11］　to　zhe，　vip，3　（1907）；［12］　to　zhe，　vip．2　（1906）；［13］　to　zhe，　vip．1　（1905）．

［14］　∫如琵s’薦α1～o∬ゴお々。’鋤6ガ亡　4z雇2加η∫θη薦♂¢η∫ゴαzノθ〃γρρ颪s鳶。ゴ石～os∫ガgα1910　god，　vip，93　（1916）；［15］　to　zhe，1909　god，　vip．

89　（1914）；［16］　to　zhe，1908　god，　vip．88　（1914）；［17］　to　zhe，1907　god，　vip．87　（1914）；［18］　to　zhe，1906　god，　vip．85　（1914）；［19］

to　zhe，1905　god，　vip．84　（1914）；［20］　to　zhe，1904　god，　vip，74　（1911）；［21］　to　zhe，1903　god，　vip．70　（1909）；［22］　to　zhe，1902　god，

vip．66　（1907）；［23コ　to　zhe，1901　god，　vip．63　（1906）；［24］　to　zhe，1900　god，　vip，62　（1906）；［25］　to　zhe，1899　god，　vip．58　（1904）；

［26］　to　zhe，1898　god，　vip、56　（1903）；［27］　to　zhe，1897　god，　vip．50　（1900）；［28］　to　zhe，1896　god，　vip．48　（1899）；［29］　to　zhe，

1895god，　vip，47　（1899）；［30］　to　zhe，1894　god，　vip．45　（1898）；［31］　to　zhe，1893　god，　vip．41　（1897）：［32］　to　zhe，1892　god，　vip．

38　（1896）；［33］　to　zhe，1891god，　vip．34　（1895）；［34］　to　zhe，1890　god，　vip．33　（1895）；［35］　to　zhe，1889　god，　vip，24　（1893）；［36］

to　zhe，1888　god，　vip．21　（1892）；［37］　to　zhe，1887　god，　vip，18　（1891）；［38］　to　zhe，1886　god，　vip．12　（1890）；［39コ　to　zhe，1885　god，

vip，　ll　（1890），［40］　∫如距s励αRo∫sゴ空ん。∫」吻）θガ宏　Sろoγη曲∫z7642πゴ勿ρo　Ro∬蕗，1890，　vip．10　（1890）；［4工］　to　zhe，1884－1885　godi，

vip．1　（1887）；［42］　S旋z’お琵（7ぬ召s昏乱　zノ㎎〃zεηη漉　∫～o∬’お々。∫」吻）6万爵　∫δ07％魏　so8飽η露ρ0　1ヒ。∬ガ，　vip，40　（1897）；［43］　∫如海s蕗ごぬ8∫々露

η㎎〃z6ηη薦Ro∫躍5海。ガ伽）6漉f4砂oJη舵」7z召あα∫紹4伽あαρ04漉肋θη伽ηαsθあη加〃θo塑ρ6練。’π♪s5’zα187α1877ゴ1878804ガ

（ρoπ四四π露α如∂」薦の，ser．3，　vip．25（1890）．［44］S翅ゴs眈舵s競〃解初θη朋匿距Ros蕩∫海。∫鋤θ漉」4麗z加π露6ηα∫6」θη吻ηθηゆ諮．

彦。ガ70∫露za　1884　god，　ser，3，　vip．24　（1889）；［45］　to　zhe，1883　god，　ser．3，　vip．23　（1887）；［46］　to　zhe，1882　god，　ser，3，　vip．21

（1887）；［47］　to　zhe，1881　god，　ser．3，　vip．20　（1887）；［48］　ser，3，　vip，8　（1886）；［49］　to　zhe，1880　god，　ser．3，　vip．7　（1887）；［50］　to

zhe，1876－1880　gg．，　ser，3，　vip，6　（1885）；［51］　to　zhe，1879　god，　ser．3，　vip．3　（1884）；［52］　to　zhe，1878　god，　ser，2，　vip，25　（1884）；

［53］　to　zhe，1877　god，　ser．2，　vip．24　（1883）；［54］　to　zhe，1876　god，　ser．2，　vip，23　（1883）；［55］　to　zhe，1875　god，　ser．2，　vip．22

（1883）；［56］　to　zhe，1874　god，　ser．2，　vip，21　（1882）；［57］　to　zhe，1873　god，　ser．2，　vip．20　（1882）；［58］　to　zhe，1872　god，　ser．2，　vip．

18　（1882）；［59］　to　zhe，1871　god，　ser．2，　vip．17　（1881）；［60］　to　zhe，1870　god，　ser．2，　vip．14　（1879）；［61］　to　zhe，1869　god，　ser．2，

vip，13　（1877）；［62］　to　zhe，1868　god，　ser．2，　vip．12　（1877）；［63］　S匁琵s’∫o海¢s海海　〃解〃3θηη％鋭　1～o∬∫まs海。ゴ　鋤θガ∫，　ser．2，　vip．10

（1875）；［64コ　to　zhe，　ser．2，　vip．1　（1871）；［65］　to　zhe，　vip．1　（1866）；［66］　S如’‘∫彦01昭s彦露彪δ1’なゴ1～o∬ゴ奮ん。’」吻θ7ゴゴ　（1863）；［67］　to

zhe，　（1858）．

［ソビエト期以降のデータに関する注釈］

零1940－1945年の総人口，1927－1939・1941－1949年の出生数・死亡数1935－1938・1941－1949・1951－1952・1955－1957・1959年の乳

児死亡数は公刊統計ではなくアーカイブ資料から直接採取したデータである．当該資料の「ロシア・ソビエト社会主義連邦共和国」

（以下RSFSR）からKrimskaia　ASSR／ob．のデータを除外したもの（1957年はその必要は無い）．可能かつ必要な場合はKarelo－

Finskaia　SSRを加算している（同旨）．出生数・死亡数について：（1）1927年及び1933－37年はIakutskaia　ASSRを含まない，（2）

1927年はDagestanskaia　ASSR・Sakhalin・Kamchatkaを含まない．（3）1929年はIngushskaia　AO・Kabardino－Barkarskaia
AO・Chechenskaia　AOを含まない．（4）1930年はSakharin・Kamchatkaを含まない．（5）1931年はGorkovskii　krai内の2地

域・ASSR　Nemtsev・Povolzhia内の3地域・CheOhenskaia　AOの農村部・Ingushskaia　AO・Sakharin・Kamchatkaを含まない．
（6）1932年はIngushskaia　AO・Chechenskaia　AOの農村部・Severo－Osetinskaia　AO・Sakharin・Kamchatkaを含まない．左記一

連の地域は出生・死亡等登録機関ZAGSの設置が遅れていたことを想起されたい（本文注31）．また1941年の動態統計及び1944－

1945年の総人口についてKarelo－Finskaia　SSRはデータ欠落のため含まない．1948－1949年は100前後のZAGSがうまく機能して
いなかった旨注記されている．なおZAGSは1949年12月時点で当時のRSFSRに42，704箇所存在した（RGAE，　F．1562，0．20，　D．

841，L．2）．1926年，農村地域における1日置ZAGS当たりの管轄下住人数は900人強一4000人弱であった（TsSU　SSSR，1928a）．

1928－1936，1938年目総人口はアーカイブ史料による1927－1935，1937年の出生数・死亡数の累積で算出している．1946－1949年の総人

口は公刊統計による1950年の総人口からアーカイブ史料の出生・死亡数に基づく逆算で算出した．当該年の出生率・死亡率はそれに

よって算出した総人口を対象として導出しておりあくまでも参考値である，1951－1952・1955－1957・1959年の乳児死亡率もアーカイ

ブ史料による乳児死亡数を公刊統計に基づく出生数で割って計算している．

綿1942－1945年は多数の地域について統計が存在しない．動態統計も総人口も共に欠落があり，その欠損地域は動態統計と総人口統

計との間で一致していない．動態統計は被占領地或いは混乱にあってZAGSが正常に機能しなかった地域を除いた数字である．動態

統計が得られた場合も1－5月が取れない地域・1－2月のみが取れない地域，全く統計の取れない地域が多数存在する等種々の欠損があ

る．極めて多岐に渡る為詳細は省略する．

＊牌 P923－1925年の動態統計全て及び1927年の乳児死亡率についての注記．（1）ヨーロッパ・ロシアのみに限定している。（2）欠損地

域が年々変動している．（3）地域ごとにデータの正確性に様々な相違がある．（4）（2）のとおり年によって地域のカバリッジに相違が

あるため絶対数の推移には意味がない（例えば1923年の数字が全て小さいのは，Uralskaia　ob．・Orenburgskaia　gb．・Mariiskaia

ob・Chbashskaia　ASSR・Votskaia　gb．がこの年のみカバーされていないため）．出生・死亡・乳児死亡数は当該統計のRSFSRヨー

ロッパ地域から，Krimiskaia　ASSRとGomelskaia　gb．を引いた値．1924年・1925年の出生率・死亡率・乳児死亡率は出生数・死亡

数・乳児死亡数を採取出来た地域のみの総人口を対象として算出されている．率データについて，Krimskaia　ASSRは除いたが
Gomelskaia　gb，は出所に人口の記載がないため除外出来ておらず，　Gomelskaia　gb．を含んだものとなっていることに留意．1923年は

率データの記載がなく，またヨーロッパ・ロシア部に限った総人口を得ることも出来ない為率を概算出来ない．

［総人口出所・注釈］

1990－2002：C耽勧ηoε効αs召」6瞬のη∬ゴ醜。ち彦鹿解おゴ吻α襯6勿’01990－2α22，Rosstat，　Moskva，2006；1966－1969，1971－1974，1976

－1979，1981－1984，1986－1989；Dθ初g顧ヒ脇々露62加go4励Ro∬露2002，　Goskomstat，　Moskva，2003；1960，1965，1970，1975，1980，

1985：Z）㈱og頑惚s肋θ訥㎎04勲Ro∫s露20（25，　Goskomstat，　Moskva，2006；1961－1964＝Dθ脚g国印s肋6g舵go口引1～o∬ゴガ

20彊，Goskomstat，　Moskva，2002；1950－1959：／伽θ娩ガ6螂霊1997，　Goskomstat　SSSR，　Finansy　i　Statistika，　Moskva，1988；

1946－1949二上記注記＊参照；1945：RGAE，　F．1562，0．20，　D．564，　L．2；1944：RGAE，　F．1562，0．20，　D．479，　L　2－3；1942－1943：

RGAE，　F，1562，0．329，　D．1452，　L．11レ113；1941：RGAE，　F．1562，0，20，　D，242，　L．3－4；1940：RGAE，　F．1562，0．20，　D．241，　L．35－

41；1939：」㎏飽s6sのノκ2ηo’ヵθ吻蛤肋αs6伽勿1959　go伽，　TsSU，　moskvaMoskva，1962；1937：Poliakov，　Yu．　A．，　Zhiromskaia，　V．

B．，Tiurina，　E．　A．　and　Vodarskii，　Ia．　E．　eds．（2007），レ3θso伽g片顎ρεγ勿ゴ∫ηαs6彰η勿193780ぬJoわε厚6ゴ㎏乙∫わ。脱退40々襯昭π如θ

ガ彫6’爾αJo〃，　Moskva，　ROSSPEN；1928－1936，1938，1947－1949：上記注目参照；1927，1931：A磁漁09鵬R　s如漉批勿s履ψηoo6か
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勲1932，TsNKhU　SSSR，　Moskva，1932；1926：Es≠θ吻ε朋。εぬ々ぬθ競παsθ勧蜘尺S1苓1～2αエ926　go4，　TsSU　RSFSR，　Moskva

1928；1923：Sゐoγη読∫如蕗∫漉んθ画肋s〃θ4θπ∫ゆoso％2π∬π1918－1923，　TsSU　SSSR，　Moskva，1924；1920，1925：∫謝纏。野釣

E読6go伽鋭1924　g．，　TsSU　SSSR，　Moskva，1925．

・人ロセンサス実施時を除き全て1月1日の値．1989年は1月12日（人ロセンサス時）の値．1979年は1月17日（人ロセンサス時）の

値．1959年・1970年は1月15日（人口センサス時）の値；1941年以降は冬戦争により獲得した旧フィンランド領カレリア地峡および

ラドガ・カレリアを含む；1946年以降は第2次大戦によりドイツから獲得したカリーニングラード及び日本から獲得したサハリン島

南部およびクリル諸島全島を含む：1939年は1月17日人ロセンサスの値．RSFSRからKrimskaia　ASSRのデータを引いたもの；
1937年は1月6日人ロセンサスの値．RSFSRからKrimskaia　ASSRのデータを引き，赤軍・内務省国境警備隊の人数を加えたも
の；1927年はRSFSRからKrimskaia　ASSR・Kazakhskaia　ASSR・Kara－Kalpakskaia　AO・Kirgizskaia　ASSRのデータを引い
たもの；1926年は12月17日人ロセンサスの値．RSFSRからK：rimskaia　ASSR・Kazakhskaia　ASSR・Kirgizskaia　ASSRのデー
タを引いたもの．コーカサス地方等の登録人口には欠損・不備が多い旨注記されているが，非常に多岐に渡るため省略する；1925年

はRSFSRからKrimskaia　ASSR・Kazakhskaia　ASSR・Gomelskaia　gb．・Kirgizskaia　AOのデータを引き，かつ当時Kazakhs・

kaia　ASSRに編入されていたOrenburgskaia　gb．を加えたもの；1923年は3月15日の値．同日のRSFSRからKrimskaia
ASSR・Gomelskaia　gb．・Kirgizskaia　ASSR・Turkestanskaia　ARのデータを引き，かつ当時Kirgizskaia　ASSRに編入されてい

たOrenburgskaia　gb．を加えたもの．　Turkestanskaia　ARは，農村住民は1916年・都市住民は1920年のそれぞれのセンサスによる

値；1920年は8月28日（人ロセンサス時）の値．1925年1月1日の行政区分に基づく1920年間ンサス時のRSFSRからKrimskaia
ASSR・Gomelskaia　gb．・Kirgizskaia　ASSR・Turkestanskaia　ARのデータを引き，かつ当時Kirgizskaia　ASSRに編入されてい

たOrenburgskaia　gb．を加えたもの．

［出生数／率・死亡数／率出所］

1990－2002；Rosstat　Webサイト，　http：／／www．gks．ru／wps／portal　accessed　on　June　22，2007；1960，1965，1970，1975，1980－1989：

Dθ脚gπ吻燃肋召読6go伽漉Ro∫s魔2006，　Rosstat，　Moskva，　p．66；1961－1964，1966－1969，1971－1974，1976－1979：五）佛qg日頃。燃ん露

θ訥曜。伽曲Ro∬短2αη，　Goskomstat，　Moskva，2001，　p．55；1950－1959：A伽4卿θS∬R　19Z3，　TsSU　SSSR，1975，　Moskva，　p．70；

1949：RGAE　F．1562，0，20，　D．841，　L．2，　L．14，　L．43；1948：RGAE，　F．1562，0．20，　D．758，　L　2，　L．14，　L．47；1947：RGAE，　E　1562，

0．20，D．696，　L．6，　L，51，　L，121；1946：RGAE，　F．1562，0，20，　D．636，　L．3，　L．48，　L．117；1945：RGAE，　F．1562，0．20，　D．577，　L．6，　L．

51，L．130；1944；RGAE，　F．1562，0．20，　D．501；1943：RGAE，　F．1562，0．20，　D．418；1942：RGAE，　F．1562，0．20，　D．341；1941：

RGAE，　F．1562，0．329，　D．553，　L，4，　L．157；1940：率データがNarKhoz　RSFSR　1964，　TsSU　RSFSRより得られる．アーカイブにて

取得した総人ロデータに乗じて数を算出；1939：RGAE　F．1562，0，20，　D．152；1927－1938：RGAE，　E　1562，0．329，　Ed．　Khr．256，　L．

15－26；1926：E伽∫漉朋。θ伽2加廊ηαsθ‘εη吻∫ヒS∬児㌶エ926goづ，　TsSU　RSFSR，　Moskva　1928；1924－1925：Es’召s勿εηηoθ

4θ勧8漉ηα∫6♂θ瞬α50伽α∬R1923－1925，　TsSU　SSSR，　Moskva　l928．

［乳児死亡数・率出所］

1970，1980，1990，1995，2000－2005：Rosstat　Webサイト，　http：〃www．gks．ru／wps／portal　accessed　on　June　22，2007；1960，1965，

1975，1980－1989，1991－1994，1996－1999：1）6脚g名妙吻s屠ゴ伽¢go4勲尺oss⑫2006，　Rosstat，　Moskva，　p．66；1959：RGAE，　F．1562，

0．27，D．808，　L，4；1957；RGAE，　F．1562，0．27，　D．353，　L．3－11；1956：RGAE，　F．1562，0．27，　D．212，　L　15；1955：RGAE，　F，1562，

0．27，D．103，　L．4；1952：RGAE，　F．1562，0，20，　D．1011，　L．2，　L．23，　L，192；1951；RGAE，　F．1562，0．20，　D．962，　L　2，　L．17，　L　44；

1940，1950，1958：乳児死亡率データが1＞伽κ勿gR∫∬R　1964，　TsSU　RSFSRより得られる．乳児死亡数は総出生数をこれにかけて
算出；1939，1941－1949，1961－1964，1966－1969，1971－1974，1976－1979；（出生数等に同じ）；1935－1938；F．1562，0．329，D．256，　L．138．

1935。1937年はIakutskaia　ASSRを含まない．1936年はDVKを含まない．またデータがマクロレベルのものであるためKrims・
kaia　ASSRを含んでいる（率算出のベースとなる総人口ではKrimskaia　ASSRを除去している．この不一致に留意が必要である）．

Karelo－Finskaia　SSRはデータ欠如のため含まない；1927：Statisticheskii　spravochnik　SSSR　za　1928，　TsSU，　Moskva，1929．1924－

1926＝（出生数等に同じ）．

　既述の通り，欧露部以外の地域の19世紀におけ

る人口については，動態統計も総人口もほとんど掴

むことが出来ない．渉猟した史料からは1856年の

総人口及び動態そして1858年の総人口49｝，さらに

1885年の総人口が得られるが，その正確性が問題と

なる．帝政ロシアにおける人口統計の作成方法は本

稿第3節で見た通りであり，それは欧露部以外にも

該当する．しかしながら欧露部以外の地域における

動態に関する情報は，1856年のものを除き全く公表

されていないのである．そこで本稿における長期人

口系列作成に当たっては帝国欧露部のものをそのま

ま援用したが，この再検討は必須である．他に利用

可能な統計の調査も行うことを要しよう．

（2）1917－1930年代の公文書館史料精査と統計の再

検討

　革命・内戦・干渉戦，戦時共産主義そして飢饒が

生じせしめた禍根を鑑みれば，1910年代末期一1920

年代初期には顕著な人口減少を観測することが出来

たとしても不思議はない（稲子，2007）．実際帝政ロ

シア最後の年から見ると，革命勃発・内戦そしてそ

れに伴う亡命者の流出等の影響と思われるが，ソビ

エト初期には大きな人口減少が見られている．今回

の調査で整備し得た限りでは，革命以降1920年代

前半のデータは完全に欠落しているのである．

　同様のことが1930年代に関しても指摘出来る．

1930－1933年には農業集団化が行われると共に凶

作・飢謹が生じ，それにも関わらずウクライナ等か

らの飢餓輸出が行われたことはっとに知られる（稲

子，2007）．また1936－1938年を中心とする大粛清

により総計数百万人の犠牲者が出たとも指摘される

（島村，1985）50）．そうした状況で，公文書館史料で

ありかつて公開されてこなかった統計であるにせよ，

なるほど1933・1934年こそ顕著な死亡率の上昇を

見せるもののそれ以外に特段尋常ならざる動きを見

せない動態を妥当であるとするか否か，という問題
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がある．Andreev，　Darskii　and　Kharkova（1998）は

明確にそれに対して異を唱え独自推計を行っている．

動態に大きな変化が生じたことは後年における歪ん

だ人ロピラミッドによって容易に看取し得るもので

あり，本稿の筆者らも再検討の必要性を認める次第

である．

（3）第2次大戦中・第2次大戦直後の統計調査

　本土が戦場となった第1次大戦・第2次大戦につ

いては，当然被占領地の統計が欠落する．筆者らが

見いだしたアーカイブ史料はデータ欠損地域の特定

が可能である．とはいえ，そもそもデータが得られ

る地域についてもその数字の信愚性は極めて低い51）．

1942－1944年にはデータを獲得し得る地域のみに限

定しても自然増加率が負の値を示してはいるものの

年率一1％よりも小さな減少率であり，1959年センサ

スにおける年齢構造の歪みから明らかな第2次大戦

時の人口動態を掴んでいるものとは到底言えない．

一層の調査と推計とを要する．

　革命後，そして戦時中や戦後の混乱期における統

計に高い正確性を望むことは無論不可能であると言

える．しかしながらそれが統計の有用性をも否定す

ると断じることにも慎重であらねばならないであろ

う．というのもソ連時代初期に関しては，正確さを

追求する限り利用可能な統計があまりにも限られた

ものとなるためである．むしろ入手し得るものを可

能な限り活かし全体的傾向を掴むことに比重を置く

べきであろうと考える．

　　　　　（一橋大学経済研究所
　　　　　・北海道大学大学院文学研究科
　　　　　・一橋大学大学院経済学研究科大学院生）

　注

　＊　本稿は一橋大学経済研究所「アジア長期経済統計

プロジェクト」「21世紀COE社会科学の統計分析拠点
構築」を構成する「ロシア長期経済統計」班による成果

の一部である．また本調査研究は科学研究費補助金若手

研究（B）並びに財団法人三菱財団による財政的支援を受

けている．アーカイブ調査過程ではロシア国立経済文書

館館長E．A，　Turina氏及び副館長A．1．　Minyuk氏・同

S．1．Diogtev氏に多大な配慮を戴いた．本稿作成の上で

斎藤修教授（一橋大学経済研究所）・佐藤正広教授（同）か

ら賜った御示唆が有益であった．草稿は一橋大学経済研

究所定例研究会（2007年10月3日）にて報告し，参加者

の方々から様々なコメントを得る事が出来た．記して謝

意を表する次第である．

　1）帝政期における近代化の進展は例えば，1800年目

後半には鉄道線路用鉄鋼の生産がその輸入量を上回って

いることに端的に表れていると考えられよう．Falkus
（1972）等参照．

　2）　とはいえ，脱漏は総人口の5％以内に抑えられて

いた，とする評価もある（Valentei，1985）。18世紀初期一

19世紀末という期間を見ることが出来るという側面を

考えれば，十分に検討に値するとも考えられよう．

　3）　日本の幕藩制における「藩」とは異なり，ロシア

帝国の地域（県）は地理的に連続する領域から成っている．

だが行政境界線が一致していないため，何らかの推計が

必要となる．

　4）Koeppen（1847）は1830年代のみ，　Den（1902）は

18世紀末・19世紀初頭のみ，そしてTroinitskii（1861）

は19世紀半ばのみを扱っている．

　5）Vodarskii（1973），　Vishnevskii（2006）らもそうで

ある．これはごくごく限られた文献に過ぎず，多くの研

究が1800年代後半一1900年代初頭の人口を描写するに

あたりRashin（1956）に全面的に依拠している．この時

期の人口動態を検討するもののうち，ほぼ全ての元デー

タを帝国内務省中央統計委員会発行史料から直接構築す

るという姿勢においてRashin（1956）を凌駕するものは

管見では知らない，

　6）邦語文献も数多いが，それぞれが扱う主題は，或

いは特定の地域或いは特定の時代のものとなっている．

高田（1990，2007）は1897年置シア帝国人ロセンサスを

用いモスクワ県の副業構造と地域間移動を検討している．

森（1977，1979，1980，1983）は統計制度の側面から見たソ

ビエト人ロセンサスの評価等を行い，1970年人ロセンサ

ス以降の制度的向上が描かれている．村払（2002）は近年

のものを中心とする帝政期～現代ロシアの人口研究をレ

ビューしている．佐藤（2000）は人口動態と「土地不足」

との関連を描く．島村（1985）はソビエト時代に関し，公

式刊行統計を用いて人口史・自然動態の変遷を検討して

いる．ただし島村（1985）は，第2次大戦前については全

面的にLorimer（1946）に依拠している．

　7）　帝政期の県面積についても，帝国地理学協会等が

作成した地図から算出されていることが明示されている．

MVD　RI（1858，1863）参照．本研究では当初帝政期につ

いて，地域面積の変化から行政区画の変遷を推測しそこ

から法令による行政区画変更を調査しようとしたが，地

図の精度の変化による数字の動きが想定されるためこの

接近法を断念した．

　8）　この「行政区画」とは「経済地域擁。ηo砺6加謡げθ

駕勿卿」のことである．

　9）最も乖離が大きかったのは面積が広大でありつつ

人口希薄な西シベリア経済地域（4．13％，1897年），そし

て現ウクライナを中心とする南部経済地域（322％，1926

年）であった．前者が与える影響は軽微であると見なさ

れよう．なお後者は現ロシア連邦領域ではない．

　10）革命勃発時である1917年の総人口が「91000千
人」とある．他の年次と比較して数字が単純過ぎること

を置いておくとしても，そもそもこの年について信頼に

足る人口統計を獲得する可能性があるとは思い難い．

1917二人口に関しては，Tsentralnii　statisticheskii

komitet　MVD（1918）では「速報値」とされている．

2007年2月に筆者の1人（志田）がロシア国立経済文書
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館RGAEのアーカイブ史料で1917年の人口統計を確認
したところ，それは「1917年のあり得る人口数岬。泌

η認α　6雇sJ6朋。∫’　％αs616卿刎となっていたのである

（RGAE，　F．1562，0，20，　D．1a）．2007年7月31日に筆

者の1人（雲）が本件をモスクワのロシア連邦統計局本部

内で人口統計担当者4名に問いただしたところ，Gos－
komstat　Rossii（1998）における1917年の値は推計値で

ある旨言明した．だがそうした記載は一切Goskomstat
Rossii（1998）には無い．或いは，1937年人ロセンサス時

の人口統計については地域毎人口とは別扱いになる国境

警備隊・軍人等の人員に対する取扱が記載されていない．

そして共和国レベルの人口総数において，他で開示され

ている数字と齪齢がある．これについて，当時連邦レベ

ルでしか記録されなかった軍人等は単純にロシア共和国

に合算しているわけではなく推計を行っているとのこと

であったが，推計方法はもちろん，推計である旨も記さ

れていないのである，更に，1897年帝政ロシア人野望ン

サス結果を現領域に変換したという数字が掲載されてい

る．これによると現ロシア連邦領域（カリーニングラー

ド・千島列島・南樺太を除く）の1897年における人口は

67473千人となっている．他方筆者らがロシア国立経済

文書館で渉猟した史料のうち，子細な面積案分に基づき

算出された1941年の行政区域による1897年時点の人口

を提示するTsSU　SSSR（1941）から計算すると，現領域

の総人口は66314千人となるのである．計算手法等が極

めて不明確なGoskomstat　Rossii（1998）には疑問を覚え

ざるを得ない，

　11）1937年人馬センサスは公式にはそもそも統計局

からは結果が公開されていない．Zhiromskaia（2000）は

アーカイブ史料から検討を行っている．なおTsSU
SSSR（1937）に依れば，総人口のみではなくソビエト連

邦全体レベルでの教育水準・都市農村別の職業別統計，

等の集計表も作成されていることが判る．

　12）Ispov（2001）は1941－1945年という第2次大戦

期を採り上げているが，彼はクリミア自治共和国（当時

ロシア領，現ウクライナ領）・カレロ＝フィン共和国（当

時ロシアとは別の連邦構成共和国，現ロシア領）に関す

る領域の調整を行っておらず，かつそのことを記しても

いない．

　13）以下，1917年までの年月日は全て露玉である．

　14）　世帯ベースの課税は，複数の世帯が意図的に世

帯を合同して一人当たりの負担を軽減させるという行為

を促したという（Kluchevsky，1918）．

　15）　　Po♂ηoθ　soZ｝7αηげ6　9α々。ηo〃　　1～oss髭∫ん。ガ　1〃2≠）θ万4

so∂ηη∫θ2」　’o〃3　9，0云4θ1θη∫62，7684．

　16）　　Po1多206　soゐη多zゴε　2σん。ηoz；　∫～oss露s々。／　1勉1）6γ∫4

so∂勉η∫62し　’o駕　35㌧　o’6」θ1θη’θ1，32826．

　17）　とはいえ集権的な統計制度が現実に機能したと

は言い難いという指摘がある（Goskomstat　Rossii，

1998；山口，2003）．むしろゼムストヴォ統計局による

独自の活動が地域統計の収集においては極めて有用であ

ったとする見解が主流であろう，ただしゼムストヴォ統

計は農業統計の整備においてその成果が多いが，人口統

計のそれは中央統計委員会の下にあった各地域統計局を

凌駕するものではないと思われる．というのも，ゼムス

トヴォはそもそも設置されている県の数が限定されるの
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である．当初34県のみに設置され，第1次大戦前でも
43県と帝国の半分程度をカバーするのみであった（Gos－

komstat　Rossii，1998）．

　18）　「告解」は，通常戯悔を意味する．だがここで用

いている「告解加。〃θ4α卿6」）は宗徒が教会に出生・死

亡等を報告することを含んでおり，語義が異なると思わ

れる．用いられている原語がゴερo％砒痂θであるためこ

のように記す．

　19）　県知事奏上報告書は手書きの報告書である．数

十～数百ページの報告書の末尾に統計一覧が添付され，

そこには各県内の「郡鋸詔」ごとに，男女別の出生数・

死亡数・婚姻数が記載されている．例えばαo舵’　o
sos’o勿η〃勉郵os♂卿s加’9％加㍑露zα18649．参照．

　20）正教会の教区台帳に加え，プロテスタントやロ
ーマカトリック教徒の教区台帳に基づく統計は概して正

確なものと見なされている．ただし，出生の記録が誕生

日ではなく洗礼日に依っていること，洗礼を受けぬまま

に亡くなった乳児は記録されないこと，死亡は埋葬日に

よって記録されること，を注記する必要がある（MVD

RI，1866）．県知事奏上報告書には年単位で地域内の異

教徒人口が記録される．例えば0’o勿’　o　sos癖傭記
S侃々ゆθ’θγ伽漉sん。’9励θ7纏㌶18649．参照．

　21）分離派（古儀自派）郷ん01η掘は1650年代，ロシ

ア正教の儀式改革に反対し，正教会から離脱したもの．

他宗派との接触を極端に忌避し奥地に居住する一派など

があり，その捕捉には多くの障害があった．

　22）調査統計が作成されたわけではない．移転等の

情報を記録し全国人口調査を補完するものであった
（MVD　RI，1866）．

　23）　　Soろクヒzη∫θ　z6々αzo〃，1866，　st．141．

　24）　このロシア最初の人陸海ンサスは佐藤（2002）が

詳らかにした日本の第1回国勢調査と同様，実査時の方

法に多くの問題を含んでいる可能性がある事は言うまで

もない．本センサスも自計式と銘打たれているが，

Valentei（1985）は当時の識字率の低さから多くの場合に

おいて調査員自身が記入を行ったと指摘している．

　25）　Dekret　soveta　narodnikh　komissarov　o
gosudarstvennoi　statistike　ot　25　iulia　1918．

　26）　（Polozhenie　ob　organizatsii　mestnikh　statisti・

cheskikh　uchrezhdenii＞　ot　3－go　sentiabria　19189．

　27）　〈Postanovleniia　korregii　TsSU＞ot　17－go

iulia　1923．

　28）　それは例えば，1920年に実施された人口調査が

ヨーロッパ・ロシア部のみをカバーする迄にしか至らず

他地域での調査を実現出来なかったこと等に示される．

また同様の側面を1919－1920年の工業センサスに関わり

山口（2003）が指摘している．

　29）　ただし1939年人団団ンサスについては，集計表

が1冊刊行されたに止まっている．地域／男女別人口・

中等／高等教育修了者男女別／地域別，産業別／男女

別／地域別就業者数・地域別／民族別構成等が掲載され
ている．Poletaev　and　Polskii（1992）参照．

　30）　ソ連の人ロセンサスについてはClem（1986）及

び森（1977，1979，1980，1983）を参照されたい．

　31）ZAGSは出生・死亡・婚姻・離婚等の登記を行
う機関．ソ連時代も新生ロシアでも名称は同一である，
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司法省の管轄下にある．Kodeks　o　brake　i　seme
RSFSR　ot　iunia　1969　goda参照．　ZAGSの設置は1917－

1918年にかけ，それまでの教区台帳に代わるものとして

規定された．だが内戦の混乱等から1919年末にようや

くヨーロッパ・ロシア部の都市を満たし，1923年でも全

土の都市部のみをカバーするに過ぎなかったという
（TsSU　SSSR，1928a）．1926年に至るとロシア・ソビエ

ト社会主義連邦共和国（当時）の領域は基本的に捕捉可能

となったことが1926年センサスの1歳未満児数と
ZAGSによる出生数・乳児死亡率との対比から示され
るものの，しかしながらそれでもヤクート自治共和国や

バシキール自治共和国，ダゲスタン自治共和国・イング

ーシ及びチェチェン自治州等北コーカサス地域さらにサ

ハリン・カムチャッカ，そして中央アジア・コーカサス

では十分なZAGSの設置が出来ていなかったとされる
（TsSU　SSSR，1928b，　TsSU　RSFSR，1928）．

　32）　Obzor　Federalnogo　zakona　No，143－FZ　ot　15．

11．97　〈Ob　　aktakh　grazhdanskogo　sostoianiia＞（v

redaktsii　Federalnikh　zakonov　ot　25．10．2001；N！38－

F30t29．04，2002N44－F30t22．04．2003；N46－F30tO7．

07．2003N120－F3）．

　33）住民登録加0郷肋はZAGSとは異なり内務省
管轄である．ここで日本の「戸籍」及び「住民登録」と

の類似が想起されよう．〈Polozhenie　o　pasportnoi　sis－

teme　v　SSSR＞ust．　postanovleniem　SM　SSSR　ot　28

avgusta　1974　g．　N677（s　izmeneniiami　ot　28　ianvaria

1983g．，15　avgusta　1990　g．）；Postanovlenie　pravite1－

stva　RF　ot　17　iulia　1995　g．　N713（v　redaktsii　ot　16

marta　2000　g．）．なおソ連時代は半月以上・新生ロシア

では10日以上の居住を行う場合，共に3日以内の申告
が求められていた．住民登録を行っていないことが発覚

した場合，ソビエト時代には罰金10－50ルーブルを科せ

られることが定められていた（1974年～）．ただし住民

登録餌。体肋の制度が実効力を持つようになったのは

1932年のことであった（Andreev，　Darskii　and　Khar・

kova，1998）．

　34）　出生等登録・住民登録共完全な補足はあり得な

いが，届出を行うべき種々のインセンティブが存在する

ことは言うまでもない．Matthews（1993）参照．

　35）乳児死亡率については月齢別死亡数表から導出

出来る（1歳までの死亡数という統計表は無い）．各指標

の率についても算出のベースとなりうる総人口が得られ

る限りは導出可能であるが，問題は総人口の示される年

次が限定されることである．

　36）　死亡率・出生率から逆算した欧露部の登録人口

は9480万人前後，センサスによる欧露部人口は9340万
人強であった．

　37）　ここで採った手法は詳述した通り，現ロシア連

邦全体に帝国欧露部全体の動態統計を適用するという非

常に簡便なものである．総人口の数値のみについて，実

データが得られる年次の「現ロシア連邦領ヨーロッパ・

ロシア部」と「ヨーロッパ・ロシア以外の現ロシア領」

との比率を案分した代替推計をAppendixに示す．

　38）　なおLeasure　and　Lewis（1966）はヨーロッパ・

ロシア以外の領域（コーカサス・シベリア・極東等）につ

いても，帝政ロシアの「県」が「ロシア・ソビエト社会

主義連邦共和国」に含まれる比率を算出している．1916

年のヨーロッパ・ロシア以外の総人口についてはその比

率に依拠して算出している．

　39）極東はその面積こそ広大であるが，開発が本格

化したのは19世紀末というよりも20世紀に入ってから

のことであり，それまでの極東地方の人口は非常に小さ

かった．1904年においてさえバイカル湖以東地域の人
口は120万人を下回っている（Tsentralnii　statistiches・

kii　komitet　MVD，1905）．

　40）　第2次世界大戦後にポーランドとソ連とが分割

して併合したケーニヒスベルクの一部．1946年よりカ

リーニングラードに改称．現在はラトビア・リトアニア

を挟んだロシア連邦の飛び地となっている．

　41）1867－1890年については地域別の出生・死亡統

計が断続的にしか得られないため，新旧領域の調整を断

念した．帝政ロシア欧露部全体に関する出生率・死亡率

は既出公式統計の前文で必ず記載されている．

　42）1937年の総人口のみ，公式統計・やアーカイブ史

料現物ではなくPoliakov，　Zhiromskaia，　Tiurina　and

Vodarskii（2007）の1937年人ロセンサスに関わるアー

カイブ史料集から得ている．これは調査の初期から本稿

執筆時に至るまで1937年センサス結果の集計表がロシ

ア経済文書館の他部局において使用されており，閲覧す

ることが叶わなかったためである．それ以外の史料は言

うまでもなく全て筆者らが実査した．

　43）　スウケーヴィチ（1941）が簡便にとりまとめてい
る．

　44）　1891年以降の死亡率低下は統計的に有意である．

出生率は明確な傾向を持たない．

　45）Rashin（1956）は5年毎の加工統計を作成し論じ

ている，

　46）　ロシア国立経済文書館にて1927－1938年・1942－

1945年の動態統計を（後老は総人口も）得ることが出来

たが，全ての年においてデータの欠けている地域が存在
する（表1注記参照）．

　47）2007年10月現在．RGAE，　Fond　1562，0pis　33s，

Delo　2638が彼らの使った史料であるが，　Opis（シリーズ

番号）の最後にあるsは「sekretno＝機密」扱いのままで

あることを示す．何故彼らがこれを利用出来たのかは不

明である．筆者らは利用を許可されなかった．
　48）RGAE，　F．1562，0．20，　D．626，　L．2－3（1946年）・

RGAE，　F．1562，0．20，　D．684（1947年）．これによると

1946年の年初人口は9，029万5千人・1947年2月1日
の人口は9，466万1千人となるが，これは1950年の人口

1億143万8千人に比して小さすぎる．また1946年と
1947年目間の相違もあまりに大きい．1946－1949年の社

会増減・国際移動は非常に小さな規模でしかなく，この

年次の総人口統計に依拠することは出来ないと判断した．

なおアーカイブ史料では1948－1949年の総人口は見いだ

せなかった（ソ連中央統計局の人口統計シリーズである

Opisi　20のDdo一覧には総人口統計が存在しなかっ
た）．

　49）本稿では1856年及び1858年の統計は用いなか
った．これら2年に関わる人口統計は「全国人口調査
z6麗z磁」に全面的に負っており，その不完全：性を帝国中

央統計委員会が認め詳述しているためである（MVD　RI，
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1858，1963）．

　50）Zemskov（2000）が発掘したロシア国立古文書館

文書によれば1935－1940年の間に，毎年70万一130万人

強が収容所に送られていることが示される（ただし本稿

の筆者らは当該公文書を実査出来ていない）．

　51）　第2次世界大戦中の欧州東部戦線の動きは激し

く，1942年の毎月1日に関する人口統計を掲載する
TsSU　SSSR（1942）では，データ欠損地が月ごとに変化

していく様を看取することが出来る．
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Appendix：帝政期における現ロシア連邦領域総人ロの代替推計系列

　帝政期の欧露部人口は相当程度系列が揃っており，問題となるのは欧州部以外即ちシベリア・コーカサスそして極

東等を中心とする地域の人口であることは本文中に示した通りである．ここでは欧露部の統計に依拠し代替推計を行

う．

　（1）帝政期における県別の欧露部人口が1867・1870・1883・1885・1886年そして1891以降について，これら特定の

年次に関してのみであるが（ア）実データとして得られる．そして1867年以降全ての年次について県別の出生・死亡

データが存在するため，（イ）1915年を起点として自然増加数を差し引きした逆算による推定人口を算出出来る．さて

実データが得られる上記年次については現ロシア連邦ヨーロッパ・ロシアの面積に案分することが可能である．その

とき現ヨーロッパ・ロシア領域の総人口は，帝政欧露部の総人口の60－63．5％を占めているが傾向的にその比は低下し

ている．他方それら以外の年次については，帝政欧露部全体（県別ではない）の総人口のみが得られる．後者で得られ

る総人口に対し，（ウ）面積案分可能な年次を中心に，現ヨーロッパ・ロシア領域の総人口と帝政欧露部総人口との比

率をある程度の幅を持って適用し重なっている年次については平均値を出す，という手順によって現ヨーロッパ・ロ

シア領域の総人口を算出する．

　（2）欧州部以外の帝政期現ロシア連邦領域の人口は1885年及び1904年以降について（ア’）実データとして得られる．

それ以外の年次については統計が存在しないが，（イ’）帝国欧露部と全く同じ増加率が見られた場合の系列を作成する

ことが出来る．さて当該領域の総人口の現ヨーロッパ・ロシア領域総人口に対する比率は，1885年の18．3％から

1916年の26．9％まで一貫して上昇し続けている．ここで（ウ’）1885年以前の当該領域の総人口の対現ヨーロッパ・ロ

シア領域比を18％に固定し，以降ある程度の幅を持ってその比を上昇させ，かつ1904年以降は実際の比を適用して

仮想的な「欧州部以外の現ロシア連邦領域人口」を算出する．その際に依拠すべきヨーロッパ・ロシア部の総人口は

（イ）（ウ）の双方について計算する．

　以上を合算し，現ロシア連邦領域の総人口系列を提示する．結果は図Aである．図Aでは本文中の推計系列（「メ

イン」）も含め，それらが相互に類似していることが示される．これは全ての系列が「帝国欧露部」の動態統計を基礎と

して作成されていること，そして「欧州部以外の現ロシア連邦領域」が「現露西亜連邦領域総人口」に占める割合は，

帝政期には最大でも23％未満に過ぎなかったことによる．いずれの方法であれ「欧州部以外の現ロシア連邦領域」の

人口動態を正確に考慮することは出来ていない．むしろ穀物生産高の推移等の系列を用いることが出来ればそうした

数値の利用が当然望ましいと言えよう．ただしそこで再度問題となるのはデータの獲得可能性である．
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